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都市再生整備計画の目標及び計画期間

市町村名 地区名 面積 1900 ha

平成 26 年度　～ 平成 28 年度 平成 26 年度　～ 平成 年度

目標

目標設定の根拠

まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

人 H22-24平均 H28

％ ５２％ H25 H28

人 H22-24平均

H28

イチゴ狩り4月来客数 主な観光であるイチゴ狩り来客数

公園の整備により、観光客（交流人口）の増を目指す。

10,252人 10,350人

人口の社会増減数 住民基本台帳登録者転入転出者数 優良な公営住宅の整備や宅地分譲により、人口の社会増を目指す -12人 ＋１人

住民満足度調査 通学路の安全確保に関する調査数値 通学路の改良等により、住民の満足度を向上させる ５７％

大目標　社会の変化に対応できるむらづくり、地域づくりを目指して

　小目標①　安全・安心・快適な地域づくりのための社会基盤整備を進め、定住人口の確保により地域の活性化をめざします。

　小目標②  村の将来を担う子どもたちが安全・快適に過ごし、安心して子育てができる地域をめざします。

　小目標③　地域の農産物を活用した特産品開発や着地型観光の推進による交流人口の拡大をめざします。

　本村は、長野県の南部飯田市の東側、飯田盆地を南流する天竜川の河岸段丘上にある人口約６，７００人の自然豊かな村で、明治8年に喬木村として発足して以来、合併も分村もなく自立の道を歩んできています。

　村では、平成１７年に定住人口7,000人を維持し、村民が主役のむらづくりを目指した第４次総合振興計画が策定され、５年が経過した平成２３年には第４次総合振興計画後期計画が「社会の変化に対応できるむらづくり、地域づくりを目指して」を目標に

策定され、これらの計画に基づき、各種施策を進めています。

　しかし、少子高齢社会及び急速な人口減少が進み、地域の維持、活力の低下が危惧される状況にあり、更なる定住人口確保に関する施策の推進が必要です。

　また、東日本大震災やこどもを巻き込んだ悲惨な交通事故がたびたび発生し、住民の「安全・安心」に対する関心・要望は大きくなっており、ニーズの充足が必要です。

　さらに、当村の交流人口は、微減または横ばい傾向となっている。地域の活性化や産業振興のために、交流人口の拡大を目指す施策の推進が必要です。

○少子高齢化、急速な人口減少が進む当地域において、地域の活性化に欠かせない定住人口の確保及び安全・安心・快適のための社会基盤の整備が課題となっている。

○大震災や子どもを巻き込んだ悲惨な交通事故などから、住民の「安心して子育てができる地域づくり」のための社会基盤の整備が急務となっている。

○地域活性化・産業振興を図るため、農産物や特産品の活用等による交流人口を拡大させるための施策が必要となっている。

第４次総合振興計画では、「定住人口７，０００人を確保するための暮らしやすい環境づくり」を計画のねらいとし、見直しが行われた後期計画では予想される社会の変化として「人口の減少・高齢化率の上昇」「三遠南信道やリニア中央新幹線等高速交通

網の計画の進行」を掲げ、また、先の東日本大震災の観点から住民の「安全・安心」へのニーズが高まり等に対応するため、各種施策を推進している。特に人口減少への対応としては、医療費の無料化や保育料の軽減、出産祝い金の支給、児童公園の

整備等の子育て支援施策に加え、若者住宅の建設や宅地分譲、村内生活道路の整備等環境整備を進めている。また、地域活性化の観点からも交流人口の拡大を図るため観光の拠点づくりを掲げています。

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値 目標値

都道府県名 長野県

喬木

たかぎ

村 喬木

たかぎ

地区

計画期間 交付期間 28



都市再生整備計画の整備方針等

計画区域の整備方針

その他

【公園の整備が、交流人口の増加に資する理由】

桜の花見やマレットゴルフコースの利用が多い区域内の公園を整備し、利便性や魅力を上げることで、今以上の観光客の増加が期待できるため。

方針に合致する主要な事業

【小目標①　安全・安心・快適な地域づくりのための社会基盤整備を進め、定住人口の確保により地域の活性化をめざします】

　　　　　　　・人口減少高齢化の進む村の上段地区に公営住宅等を整備し、中段地区に宅地分譲地の整備を行い定住人口を確保します。

　　　　　　　・安全・安心の確保の観点から、村道や防犯灯・街路灯の整備、避難所の非常電源の確保などの充実を図ります。

　　　　　　　・公共交通の利便性向上、道路の補修など社会基盤の整備を進めます。

【基幹事業】

公営住宅等整備

道路（仮村道295号線）

道路（村道2、200、620号線街路灯新設）

道路（村道１号線改良）

地域生活基盤施設（地域防災施設）:中央社会体育館

【提案事業】

地域創造支援事業：公営住宅等用地購入

地域創造支援事業：防犯灯LED化

地域創造支援事業：中央社会体育館改修

地域創造支援事業：バス停等整備

【関連事業】

宅地分譲地造成

【小目標②　 村の将来を担う子どもたちが安全・快適に過ごし、安心して子育てができる地域をめざします】

　　　　　　・子供たちの安全確保の観点から、通学道路など村道の新設・改良、街路灯・防犯灯の設置、LED化を行います。

　　　　　　・安全で快適な体育環境整備のため、学校グランドの改修整備を行います。

【基幹事業】

道路：村道51号線改良

道路：村道３号線改良

道路：村道仮513号線改良

道路：仮村道295号線新設

道路：村道2、200、620号線街路灯新設

【提案事業】

地域創造支援事業：防犯灯LED化

地域創造支援事業：第一小学校グランド整備事業

【小目標③　地域の農産物を活用した特産品開発や着地型観光の推進による交流人口の拡大をめざす施策の推進が必要です】

　　　　　　　・具体的な事業推進のための調査・研究を行います。

　　　　　　　・公園の整備を行い、交流人口の増を図ります。

【提案事業】

事業活用調査：交流センター周辺等整備関連調査

地域創造支援事業：公園整備
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（金額の単位は百万円）

基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象 費用便益比

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費 Ｂ／Ｃ

道路 村道５１号線改良 喬木村 直 282.7m 27 28 27 28 52.4 52.4 52.4 52.4 －

道路 村道３号線改良 喬木村 直 219.5m 26 26 26 26 21.8 21.8 21.8 21.8 －

道路 村道５１３号線改良 喬木村 直 333.6m 28 28 28 28 50.7 50.7 50.7 50.7 －

道路 仮村道２９５号線新設 喬木村 直 112.9ｍ 26 26 26 26 5.4 5.4 5.4 5.4 －

道路 村道１号線改良 喬木村 直 135.9ｍ 26 26 26 26 12.8 12.8 12.8 12.8 －

道路 村道2･200･620号線街路灯 喬木村 直 ７基 26 26 26 26 5.1 5.1 5.1 5.1 －

公園

古都保存・緑地保全等事業

河川

下水道

駐車場有効利用システム

地域生活基盤施設 喬木村 直 A=1,430㎡ 28 28 28 28 73.3 73.3 73.3 73.3 －

高質空間形成施設

高次都市施設

中心拠点誘導施設

生活拠点誘導施設

高齢者交流拠点誘導施設

既存建造物活用事業（高次都市施設）

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

バリアフリー環境整備事業

優良建築物等整備事業

拠点開発型

沿道等整備型

密集住宅市街地整備型

耐震改修促進型

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備 喬木村 直 ７戸 27 28 27 28 221.7 221.7 221.7 221.7 －

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

合計 443.2 443.2 443.2 0.0 443.2 －

…A

提案事業（継続地区の場合のみ記載）

（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度

事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

喬木村 直 ２棟 27 27 27 27 7.3 7.3 7.3 7.3

体育館改修 中央社会体育館 喬木村 直 A=1,430㎡ 28 28 28 28 22.5 22.5 22.5 22.5

公園整備 大原机山公園 喬木村 直 １カ所 26 26 26 26 6.4 6.4 6.4 6.4

防犯灯LED化 区域内一円 喬木村 直 663基 27 27 27 27 24.3 24.3 24.3 24.3

第一小学校グランド整備事業 第１小学校 喬木村 直 A=11,000㎡ 28 28 28 28 44.7 44.7 44.7 44.7

公営住宅等用地 富田 喬木村 直 約2493.5㎡ 27 27 27 27 17.5 17.5 17.5 17.5

喬木村 直 － 26 28 26 28 3.6 3.6 3.6 3.6

合計

126.3 126.3 126.3 0.0 126.3

…B

合計(A+B) 569.5

（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度

喬木村 １３区画 ○ H26 85

合計 85

（いずれかに○） 事業期間

全体事業費

宅地分譲地造成 帰牛原中原

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模

事業活用調

査

交流センター周辺等整備関連調査 交流センター周辺等

まちづくり活

動推進事業

（参考）事業期間 交付期間内事業期間

細項目

地域創造

支援事業

バス停等整備 大島、富田

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模

富田

住宅市街地

総合整備

事業

中央社会体育館

連携生活拠点誘導施設

加々須

阿島、小川、伊久間

交付期間内事業期間

細項目

帰牛原

学び坂

村道　農協跡地

帰牛原中原

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模

（参考）事業期間

交付対象事業費 570 交付限度額 227.8 国費率 0.4


